
































































































































































































































































































































































































































































































































制をもつことが必要である。そこで， 庶務， 会計， 図
書，編集，集会の5つの業務区分に従って，それぞれ分
担責任者をおいて，各分担者のもとに適切な体制をもつ
こととした。このことは，昨年度末に設立準備委員会と
都市研究委員会の両委員長が総長に報告している「都市
研究センタ一発足にあたっての要望等について」の中に
記載されていることであり，その線に沿って検討したこ
とである。ここで，その分担責任者を5名の主任研究員
に依頼せざるを得なかったのであるが，各主任研究員と
もこの業務分担を積極的に引き受けて下さったことによ
って，辛うじてセンタ{業務を推進させることができた。
各研究チームによる研究の推進とその相互連絡のほか
に，こうしたセンター内部の業務分担という重責をに
なうことになった主任研究員の負担は極めて大きいもの
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となってしまった。ここで，所長と主任研究員によって
構成する主任研究員会議が，センター業務執行の事実上
の責任体制となった。
主任研究員は，センター運営上の諸問題を審議すると
ともに，それぞれの業務分担に従って委員会を構成し，
その分担業務を推進している。庶務担当者はセンター全
体に関する庶務を，集会担当者は各研究チームおよびセ
ンターの研究集会の企画ならびに会場の設備や管理を，
会計担当者は前記事務連絡会議を総括して研究に伴う会
計事務を推進させている。図書担当者は，都市研究委員
会から引き継いだ図書・資料の整理に追われているが，
それらを整理するスベ{スがないために苦しめられてい
る。編集担当者は，研究報告書の刊行準備に会合を重ね
て，本誌の刊行にまでこぎつけている。
各研究チームは，それぞれに研究会を繰り返し開きな
がら相互の討議を深め，夏季休講期に一斉に各方面の現
地調査に出張している。秋季には，それらの資料整理を
中心に，また研究会が繰り返えされることになろう。
こうしてようやくセンターとしての活動が展開し始め
た段階で，予算要求事務に合せて次年度研究計画の編成
を急がねばならなかったことは，前年度までの経過と同
様である。主任研究員会議において，総合テーマならび
に3つのサブ・テーマを中心に検討を加えた結果，同一
総合テーマのもとに 3つのサブ・テーマをそれぞれ長
期的に推進させながら，機会を得て適切なサブ・テーマ
を加えるという方針をとることとした。この方針に沿っ
て，各サブ・テーマごとに長期計画を検討し，次年度計
画を編成した。大都市居住問題に関する研究では，これ
まで各分担チームがそれぞれの研究目的に都合のよい地
域を調査していたために，調査地域が相互に違っていた
ことを反省して，次年度から2カ年計画で，多摩地区を
対象に総合調査を実施することとした。地震災害関係の
研究では，今年度の研究をさらに深めながら，サイスミ
ック・マイクロゾーニングの研究を加えてゆく方針をか
ためた。方法論研究については，現在進めている研究を
さらに継続させることとした。これらの方針に従って，
次年度研究計画の予算編成を試みた。
もとよりこれらのセンターにおける活動は，評議会，
各学部，図書館，事務局など各方面の全面的なパック・
アップに支えられたものである。運営委員会もまた，各
学部との調製に努め，研究企画に協力するなど，多くの
面でセンタ{の活動を支えている。全学的な協力のもと
に，ょうやくセ γタ{は独自の活動を展開させようとし
ている。センター発足に当って諌せられた重要な案件の
1つであるセンター事務室体制lの確立についても，大学
当局をはじめ関係者によって多くの努力が払われてお
り，何等かの形で解決してゆくものと期待されている。
それによって，センターの活動も，また一段と活発にな
ることであろう。
9. 新しい発展を目指して
現在の都市研究センターの組織は，昭和48年2月の評
議会で承認された「都市研究センタ{設置の基本構想」
の中に示されている組織にはほど遠いものである。しか
しその構想の実現を目指すことには，いささかのかわ
りもない。このことは，都市研究センタ{設立準備委員
会，都市研究委員会の両委員会において篠認され，総長
あての要望書にも記されていることでもある。そのセン
ター構想の一日も早い実現を将来に展望しつつ，新しい
センターの運営を進めているが，全員兼務という体制は
いかにもきびしい。事務体制jの確立を第1の段階として
いるが，次の段階は専任研究員の配置である。
現在共同研究推進上の負担があまりにも多く主任研究
員にかかっている。それは長く兼務体制lで堪えうるもの
ではない。共同研究推進の中心となる研究会の運営自体
にも支障が生まれてくる。その上，つねに次年度以降の
研究についての企画の中心になるのも主任研究員であ
る。研究の企画をたて，研究チームの編成を検討し，研
究費の予算を算定する。続いて，研究の実施計画を策定
しその計画を推進し，共同研究としてのまとまりをは
かる。そして研究報告書の編集にあたる。つねにその中
心となるのが主任研究員の任務であるとしても，それは
当然に補助研究員を必要とするものであるが，少なくと
もこの両研究員が専任研究員としてセンターに配属され
ることが望まれる。それがセンターが目指している第2
の段階である。
この研究部門の整備に続いて，資料部門の整備をはか
ることが次の課題である。セ γター構想では，この資料
部門を独立の機構として発足させるのは，第2期以降と
している。しかし，都市研究費の交付を受けて以来すで
にかなりの年数がたっており，この間に研究用として購
入した図書も相当の冊数に達している。また，各方面の
研究機関から寄贈されている資料も多い。それらの図書
や資料の整理はもとより，センター自体の資料整備をさ
らに積極的に推進させることの必要性も順次高まってき
ている。一方で，研究報告書等の出版についても，さら
に幅を拡げて検討することも要請されている。資料部門
の独立機構としての整備についての検討も始めなければ
ならない状況にある。
さて，この新しい都市研究センターにおける初年度の
総合研究テーマは，上記のような設立経過をたどったこ
ともあって，すでに3年度目に入っている。しかし，昨
年度の計画検討において，それまでの研究経過をふまえ
て，前記のようにそのサブ・テーマを居住問題と震災予
防に関するこの研究にしぼり，それぞれ数年以上にわた
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る研究として検討し直し，これに都市問題に関する研究
方法論を加えて，問題の体系の構成を試みることとし
~-I~。
技術革新の大きな波が都市社会にもいろいろな影響を
もたらしている。一方で職住の分離が進む中で，核家族
化，親子別居の傾向が強まり，社会生活にもいろいろな
問題が生じてきた。人間のライフ・サイクルの各階段に
おける住宅の需要と供給，住宅の取得と生活，個人や家
族の生活から近隣生活，さらに広い社会生活，その生活
の基地となる住宅や近隣，さらに都市ないし大都市圏の
形成とその変化等々，居住問題の拡がりは大きく，かっ
その根は深い。当面，社会，心理，環境の問題を中心と
して研究を進めながら，順次保健，福祉，教育，経済，
法律など各般の研究を加えて，総合性を高めていくこと
が検討されている。
一方で，デルタ・エリアを中心に発展してきた大都市
地域は，経済の高度成長期を通じて，その拡がりを急速
に拡大させた。これに伴って，地表面も市街地景観も，
ともに大きく変容してきた。エネルギー消費量の増大も
急速で、あったが，それに合せて市街地内部における石油
の貯留は，量も場所も急激に増加している。また，大都
市圏内における地域構造の変化も大きい。とくに業務機
能の集積に伴って，業務地の高密化と地域的拡大が大き
く進行し，職・住分離の傾向も手伝って，都心部を中心
として非居住地が拡大しつつある。通勤・通学による日
臼の人口流動量は増加傾向を辿り，昼夜間人口の分布も
変化しつつある。
こうして地震災害の危険について，検討しなおさなけ
ればならない要因が増大しつつあることを考えれば，地
震予防に関する研究も，また総合的に取り組むことを必
要とする。現在理工学部門における過去の蓄積を中心と
して進めているが，順次社会，心理，経済，法律など関
連する各分野の研究を吸収して，総合性を高め，一連の
体系としてのまとまりのある方向に進めていくことを目
指している。
以上の居住問題と震災予防に関する 2つのテーマは，
いわば都市社会における平常時と緊急時の両側面を，そ
れぞれの側面から追究しようとするものである。ともに
関連する分野は極めて広く，しかも総合性が強く要請さ
れるものである。しかし，この両側面の研究がさらに総
合されて始めて，都市社会のあり方についての総合性が
求められるものでもある。
そうした方向への展開を祈念しながら，研究の推進に
努めているが，同時に，内外の都市研究の成果を批判的
に検討し，センターにおける研究とのフィードパックを
繰り返しながら，都市問題に関する研究成果を総合する
「問題の体系」の構成を試みようとするのが，研究方法
論の目指すところである。当面，とくに東京における現
代の都市問題の歴史的背景との関連性について検討を加
えるとともに，都市問題を主体としての市民と環境との
相互作用過程とみる観点について掘り下げてみることと
している。
こうしてセンターにおける研究計画を改めて組み直し
ながら，新しい方向への展開を試みようとしている。し
かし，その進展のためには，組織制度上解決しなければ
ならない問題が数多く残されている。その 1つ1つの解
決が今後の大きな課題である。関係方面の協力を得なが
ら前進に努めたいと念じている。
